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説明事業

自殺対策事業費

戦略項目

担当名:担当名:総務・精神保健担当

自殺対策基本法 02　　　介護の安心

010301　生涯を通じた健康の確保

予算額

決定額 1,1341,134

前年額 1,4051,405

400400

450450

5656

5656

678678

899899

△271△271

前年との
対比
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国庫支出金 諸収入
一般財源

番号

自殺予防総合対策事業費

１　事業概要

　県内の自殺者数は平成10年に1,500人を超え、その後

も高い水準が続いている。

　自殺は社会的に大きな損失であるため、自殺対策事業

を実施する。

 （1）自殺対策研修事業　　　　　　　　800千円

 （2）自殺対策連絡協議会運営費　　　　334千円

２　事業主体及び負担区分

（1）自殺対策研修事業（国1/2、県1/2）

（2）自殺対策連絡協議会運営費（県83.01％、さいたま

　　 市16.99％）

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×0.3人＝2,850千円

５　事業説明
（１）事業内容
　ア　自殺対策研修事業
　　　　自殺の原因で最も多いうつ病は不眠や体調不良など身体症状も現れるため、患者の9割以上が内科等の精神科以
　　　外の診療科を受診している。このため、内科医や産婦人科医等を対象とした「かかりつけ医うつ病対応力向上研修
　　　会」を開催し、うつ病の診断・治療技術の向上を図る。

　イ　自殺対策連絡協議会運営費
　　　　県内の関係機関や民間団体等が連携し、本県における自殺対策の推進を図るため、埼玉県自殺対策連絡協議会を
　　　開催する。

（２）事業計画
　 　 自殺対策緊急強化基金事業費の事業期間中（平成26年度迄）は、自殺対策研修事業及び自殺対策連絡協議会に係る
    経費を計上する。

（３）事業効果

　    平成20年:1,653人、平成21年:1,796人、平成22年:1,731人、平成23年:1,667人、平成24年：1,571人
　    県内の自殺者数

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
 　   県内の関係機関や民間団体等と連携して自殺対策連絡協議会を開催し、官民共同した自殺対策を実施する。

(単位：千円)

分野施策


